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<事例2：利用者Ｂ 女性、70代 単身 介護認定
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13) 新井誠「任意後見制度の課題と展望」前掲注9）、
p.11 
14) 身元保証・身元引受についてはそもそも一般的
な慣行にすぎず入院入所の前提として法的裏付
けがあるわけではない。「身元保証ニ関スル法律」
はあるがこれは雇用契約や労働契約に際して使
用者が被用者の行為によって被った損害の担保
を目的としたものである。 
15) 前掲注5）上山、p.180 
16) 伊賀市社会福祉協議会『地域福祉の推進におけ
る「保証機能」のあり方に関する研究事業報告
書』平成20年度 厚生労働省社会福祉推進事業 
http://www.hanzou.or.jp/dl/data/hoshouhouko
kusho.pdf、p.21、2013年12月22日参照 
17) 山崎政俊「相談から任意後見契約の締結までの
実務と注意点」前掲注9）p.26 
18) ただし遺体の引き取りはともかく葬儀につい
ては必ず行わななければならないという性質の
ものではなく、応急処分義務にいう「急迫の事
情があるとき」には該当しないため、法律上の
義務を根拠とする応急処分義務とすることは難
しいとの見解もある。多田宏治「本人の死亡に
よる後見終了に伴う事務手続きと注意点」『実践
成年後見』No.38民事法研究会、2011年、p.19 
19)このような状態に対し「我が国の法律は第三者
が後見人になることを真剣に考えていない」と
いう批判もある。前掲注4）、p.12 
20) 民法653条により委任者の死亡をもって委任は
終了するが通説・判例は死後の事務を目的とす
る委任も有効であるとされている．内田貴『民
法Ⅱ債権各論（第三版）』2011年 東京大学出版
会 p.299、なお後日相続人より委任契約を解除
される可能性もあるため本人との契約締結時に
解除権を放棄する特約をつけて委任契約を結ぶ
ことが妥当といえる。 
21) 団塊の世代が高齢者になるにつれて「終活」と
いう言葉や「エンディングノート」という考え
方を基に老いや死をどう受け入れてくかという
問題は注目を集めている。広井良典・桑名斉「将
来の日本の社会を読む－私たちの幸福とは何か
－」『月刊福祉1月号特集 連携と協働』全国社
会福祉協議会、2013年、pp.20-21 
 
 
22) 上山は「任意後見契約が欧米諸国では人に対す
る主観的信頼性であるのに対し、日本では制度
に対する客観的信頼性を重視しているため、「は
じめに信頼ありき」の欧米型と比べ本人の意向
を尊重しながら、的確な支援を実行する上でよ
り多くの困難を抱えておりこれが日本での任意
後見の普及率の低さにも関係している」と指摘
する。上山泰「法定後見・任意後見・自己決定
支援（意思決定支援）－2009年欧州評議会閣僚
委員会勧告の紹介を含めて－」前掲注9）、民事
法研究会、pp.74-75 
23) 中野は「社会的孤立に対し、市民の生活を守る
行政主体が支援を拒否する人に介入する場合は
公権力の行使による介入となることから高度な
専門性を身につけた人材でなければ難しい」と
述べている。中野加奈子書評「社会的孤立問題
への挑戦 分析の視座と福祉実践 河合克義・菅
野道生・板倉香子編著」『総合社会福祉研究No.42』
総合社会福祉研究所、2013年、p.93 
24) 新井は「補助は既に判断能力に何らかの衰えが
みられることが想定されている」と指摘し、同
時に成年後見制度開始当初の「補助の対象者も
任意後見の対象となる」という考え方を、「補助
と任意後見の境界を不明確にしたつまづきの石」
として批判し、「任意後見契約は補助類型より意
思能力が高く、自ら選んだ者に任意後見人に
なってもらうという積極的な意思が必要である」
と主張する。前掲注13）、新井、pp.9-13 
25) 任意後見契約は単なる財産の保全ではなく貸
金庫代わりに使うのは法の趣旨に適さず、本人
の生活に資するべく代理権を行使する義務や一
般的な見守りの義務については積極的に負うも
のであるとの見解として前掲注13）新井
pp.13-14、一方「任意後見＝自己決定型：法定
後見＝パターナリズム型」という短絡的な二項
対立図式は、法定後見の運用における自己決定
（本人意思）尊重の等閑視となるため、自己決定
（本人意思）尊重の文脈における任意後見の法定
後見に対する優越性はあくまで相対的なものに
すぎないとする説もある。上山泰「任意後見契
約の優先的地位の限界について」『筑波ロー・
ジャーナル』11号、2012年、pp.101-102 
